
第９号様式　その１ （表）

１　事業者の氏名等

２　報告する事業所等の全体の状況（2022年度の状況）

３　報告する全事業所における合計二酸化炭素排出量の状況

４　評価の対象とする事業所等の範囲

５　評価対象事業所等における直近５か年度の状況

６　再生可能エネルギーの利用事業所数及び割合

７　評価結果

（日本産業規格A列4番）

ランク
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地球温暖化対策の
取 組 に 係 る 評 価 S

評価対象事業所等

2018年度 2019年度 2020年度

再生可能エネルギー
利 用 事 業 所 率

9,442 ｔ

義務提出事業所等 全事業所■
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地球温暖化対策報告書（その１）

朝日生命保険相互会社

事 業 者 番 号 A 0 8 1 1



（裏）

８　実績年度の目標達成の状況

９　提出年度の地球温暖化対策の目標

１０　地球温暖化対策のレベル

１１　事業者としての取組

１２　特記事項

（日本産業規格A列4番）

%

%

有 ■ 無

合計二酸化炭素排出量削減率

合 計 原 単 位 改 善 率

再生可能エネルギー導入事業所率

そ の 他

実 績 年 度 の
目 標 達 成 の 状 況

□ 目標達成した。

特記事項に内容を記載

%

目 標 の 有 無 □

A103 具体的な取組目標と内容の設定 A113 推進担当者の知識向上・内部還元

A110 外部専門家への相談依頼の実施

対策番号 対策名

A101 地球温暖化対策の方針等の設定 A108 組織横断的な推進体制の整備

組織体制の
整備の状況

重点対策 その他対策

対策番号 対策名

A102 温暖化対策推進担当の配置

取組方針

朝日生命は、ＣＳＲ経営を推進していくうえで、地球環境保護への取組みが経営の
重要課題であると認識し、以下の方針にしたがい事業活動のあらゆる分野で役職
員一人ひとりが、環境に配慮した行動に努めます。１．生命保険事業における地
球環境保護２．省エネルギー・省資源活動の推進３．環境に関する法規制などの
遵守４．環境啓発活動の推進５．継続的な環境改善の推進

重 点 対 策 の レ ベ ル 1



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.8

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 1,257.0

0.3

0.5

kWh

m3

75.8

0.4000

0.4890

1,257.0 0.2660

1,513.5

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 142,248.0 9.76 1,388.3 69.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

125.1 0.0136 6.2

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

2,781.1 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当
たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

13.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 75

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水
に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 75

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 39

2 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分類 番号

8 2

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

杉並区

高円寺１－１４－２３

0

1年未満

6

□■ 1年度分5,544.37 m2

0

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 6 －

0 8 0 41

事 業 所 等 の 所 在 地

1

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 高円寺研修センター

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

上記メニューの他に、C132開け放し開口部面積の縮小、C115_事務用機器を業務終了時に停止、C116_個人用端
末の不用・離席時の停止、C117_便座ﾋｰﾀｰ等温度の季節別設定、C118_自動販売機の休日・夜間照明停止、
C119_自動販売機の不要時の停止、C120_外灯等の点灯時間の季節別管理、C129_季節に応じた温度設定の見
直し　も実施済。また、待機電力の徹底カット、6月下旬から8月下旬まで　研修センターを閉鎖して節電に努めた。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

照明点灯範囲の細分化

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E125 高輝度誘導灯の導入
設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内） E102

E123 トップランナー機器の採用 E104

蛍光灯へ電子安定器採用（屋内）

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105

D106 ボイラ等の定期点検の実施

換気フィルターの清掃・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

温湿度の適正管理C123

C113

C122

中間期における外気冷房の実施

冷風と温風の混合損失の防止

C110 余熱利用による早めの空調停止

C112 季節に応じた外気導入量の適正化

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C108 温度計等による室温の把握と調整

採光を利用した消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止 C105 昼休み時の消灯の実施

主要設備の使用状況の把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C103 日本工業規格に準じた照度の設定

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C104

過去のデータによる傾向の把握

設備ごとに詳細に把握

B106
エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B104

B105 エネルギー使用量の前年度比較 B107

B102 関連他者からの情報を加えて把握

組 織 体 制 の 整 備

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 453.0

0.1

0.2

kWh

m3

253.5

0.4000

0.4890

453.0 0.2660

4,448.9

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 240,111.0 9.76 2,343.5 117.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

1,732.6 0.0185 117.5

□ 0.0

372.8 0.0136 18.6

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

8,285.2 45.00

□ L 47,210.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当
たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

87.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 253

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水
に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 253

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 114

4 2 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分類 番号

8 0

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

世田谷区

北烏山５－１８－１２

6

1年未満

7

□■ 1年度分2,899.72 m2

1

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 5 －

0 8 0 41

事 業 所 等 の 所 在 地

1

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 久我山体育館

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

毎月のミーティングで経営陣、全従業員に対し電灯・空調機の練習時間外での使用制限について注意喚起を実
施した。

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

E113 高効率ボイラの採用（空調用）
設備導入対策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E104 照明点灯範囲の細分化

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

D106 ボイラ等の定期点検の実施

D104 空調フィルターの清掃・点検

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A211

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

所内で温暖化対策情報の提供



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

1.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 2,355.0

0.6

0.9

kWh

m3

202.3

0.4000

0.4890

2,355.0 0.2660

4,038.4

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 413,772.0 9.76 4,038.4 202.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当
たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

45.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 202

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水
に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 203

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 104

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分類 番号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

台東区

上野２－１３－１０

2

1年未満

0

□■ 1年度分4,475.05 m2

1

4 区 市 町 村 名8

－ 0

5

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 1 －

0 8 0 01

事 業 所 等 の 所 在 地

1

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 上野ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105 換気フィルターの清掃・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

C801 共用部照明のフロアごとの管理 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C126 事務用機器の台数見直し・集約化

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C115 事務用機器を業務終了時に停止

昼休み時の消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止 C110 余熱利用による早めの空調停止

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C104 採光を利用した消灯の実施

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C105

ビル全体の推進体制の整備

使用量に応じた料金体系等の採用

過去のデータによる傾向の把握

A405

A406

テナントへの温暖化対策協力依頼

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A402

A404

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

使用量の推計に必要な情報の提供



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

1.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 1,977.0

0.5

0.8

kWh

m3

207.9

0.4000

0.4890

1,977.0 0.2660

4,149.4

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 425,140.0 9.76 4,149.4 207.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当
たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

70.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 207

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水
に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 208

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 107

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分類 番号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

杉並区

天沼２－３－９

3

1年未満

7

□■ 1年度分2,945.26 m2

2

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 6 －

0 8 0 01

事 業 所 等 の 所 在 地

1

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 杉並ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105 換気フィルターの清掃・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

C801 共用部照明のフロアごとの管理 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C126 事務用機器の台数見直し・集約化

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C115 事務用機器を業務終了時に停止

昼休み時の消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止 C110 余熱利用による早めの空調停止

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C104 採光を利用した消灯の実施

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C105

ビル全体の推進体制の整備

使用量に応じた料金体系等の採用

過去のデータによる傾向の把握

A405

A406

テナントへの温暖化対策協力依頼

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A402

A404

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

使用量の推計に必要な情報の提供



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

2.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 3,069.0

0.8

1.2

kWh

m3

204.8

0.4000

0.4890

3,069.0 0.2660

4,088.2

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 418,801.0 9.76 4,087.5 204.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ L 18.0 37.70 0.7 0.0187 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（軽油）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当
たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

50.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 204

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水
に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 206

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 105

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分類 番号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

江東区

亀戸１－３８－４

7

1年未満

6

□■ 1年度分4,035.05 m2

3

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 3 －

0 8 0 01

事 業 所 等 の 所 在 地

1

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 江東ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105 換気フィルターの清掃・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

C801 共用部照明のフロアごとの管理 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C126 事務用機器の台数見直し・集約化

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C115 事務用機器を業務終了時に停止

昼休み時の消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止 C110 余熱利用による早めの空調停止

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C104 採光を利用した消灯の実施

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C105

使用量に応じた料金体系等の採用

過去のデータによる傾向の把握

A406

ビル全体の推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A404

A405

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

テナントへの温暖化対策協力依頼



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.7

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 1,120.0

0.3

0.4

kWh

m3

158.7

0.4000

0.4890

1,120.0 0.2660

3,167.8

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 324,574.0 9.76 3,167.8 158.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当
たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

62.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 158

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水
に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 158

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 81

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分類 番号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

葛飾区

青戸６－１－１

6

1年未満

5

□■ 1年度分2,508.34 m2

4

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 2 －

0 8 0 01

事 業 所 等 の 所 在 地

1

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 葛飾ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105 換気フィルターの清掃・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

C801 共用部照明のフロアごとの管理 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C126 事務用機器の台数見直し・集約化

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C115 事務用機器を業務終了時に停止

昼休み時の消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止 C110 余熱利用による早めの空調停止

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C104 採光を利用した消灯の実施

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C105

使用量に応じた料金体系等の採用

過去のデータによる傾向の把握

A406

ビル全体の推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A404

A405

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

テナントへの温暖化対策協力依頼



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.9

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 1,342.0

0.4

0.5

kWh

m3

82.7

0.4000

0.4890

1,342.0 0.2660

1,650.8

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 169,137.0 9.76 1,650.8 82.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当
たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

27.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 82

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水
に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 82

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 42

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分類 番号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

町田市

中町２－４－１９

2

1年未満

4

□■ 1年度分2,930.94 m2

5

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

0 8 0 01

事 業 所 等 の 所 在 地

1

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 町田ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105 換気フィルターの清掃・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

C801 共用部照明のフロアごとの管理 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C126 事務用機器の台数見直し・集約化

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C115 事務用機器を業務終了時に停止

昼休み時の消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止 C110 余熱利用による早めの空調停止

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C104 採光を利用した消灯の実施

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C105

使用量に応じた料金体系等の採用

過去のデータによる傾向の把握

A406

ビル全体の推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A404

A405

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

テナントへの温暖化対策協力依頼



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 662.0

0.2

0.3

kWh

m3

64.0

0.4000

0.4890

662.0 0.2660

1,277.9

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 130,929.0 9.76 1,277.9 64.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当
たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

38.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 64

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水
に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 64

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 32

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分類 番号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

武蔵野市

吉祥寺南町１－１０－２

0

1年未満

0

□■ 1年度分1,651.12 m2

6

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 8 －

0 8 0 01

事 業 所 等 の 所 在 地

1

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 武蔵野ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105 換気フィルターの清掃・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

C801 共用部照明のフロアごとの管理 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C126 事務用機器の台数見直し・集約化

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C115 事務用機器を業務終了時に停止

昼休み時の消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止 C110 余熱利用による早めの空調停止

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C104 採光を利用した消灯の実施

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C105

使用量に応じた料金体系等の採用

過去のデータによる傾向の把握

A406

ビル全体の推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A404

A405

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

テナントへの温暖化対策協力依頼



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

1.8

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 2,753.0

0.7

1.1

kWh

m3

418.8

0.4000

0.4890

2,753.0 0.2660

8,372.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 567,967.0 9.76 5,543.4 277.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

2,828.7 0.0136 141.1

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

62,859.6 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当
たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

58.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 418

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水
に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 419

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 215

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分類 番号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

渋谷区

恵比寿１－３－１

1

1年未満

0

□■ 1年度分7,199.79 m2

7

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 5 －

0 8 0 01

事 業 所 等 の 所 在 地

1

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 恵比寿ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内） E136 デマンドコントローラの設置

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105 換気フィルターの清掃・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C801 共用部照明のフロアごとの管理 C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

使用量に応じた料金体系等の採用

過去のデータによる傾向の把握

A406

ビル全体の推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A404

A405

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

テナントへの温暖化対策協力依頼



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

4.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 6,279.0

1.7

2.5

kWh

m3

1,092.8

0.4000

0.4890

6,279.0 0.2660

21,811.9

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 2,234,333.0 9.76 21,807.1 1,092.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

4.8 0.0136 0.2

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

106.3 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当
たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

77.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 1,092

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水
に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

4

総　計（④=②+③） 1,096

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 562

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分類 番号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ □

□ □

目黒区

東山１－１－２

4

1年未満

3

□■ 1年度分14,015.26 m2

3

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 5 －

0 8 0 31

事 業 所 等 の 所 在 地

1

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 東山ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

進相コンデンサ等による力率改善

E122 給湯の温水配管の保温の実施

その他設備の定期的な保守・点検

設備導入対策

E109

E139

空調の冷温水配管の保温の実施

設備保守対策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D102

D108

セントラル空調のフィルター清掃

D104 空調フィルターの清掃・点検 D105 換気フィルターの清掃・点検

C818 エレベータ運転台数の制限

C806 その他設備の不使用時の停止

C814 屋内駐車場換気の不要時間の停止

便座ヒーター等温度の季節別設定

C804 共用部のフロアごとの空調の管理 C813 外灯等の点灯時間の季節別管理

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C802 階段照明の管理手法の検討・実施

C801 共用部照明のフロアごとの管理 C810

ビル全体の推進体制の整備

使用量に応じた料金体系等の採用

過去のデータによる傾向の把握

A405

A406

テナントへの温暖化対策協力依頼

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A402

A404

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

使用量の推計に必要な情報の提供



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 926.0

0.2

0.4

kWh

m3

118.7

0.4000

0.4890

926.0 0.2660

2,368.4

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 242,662.0 9.76 2,368.4 118.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当
たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

48.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 118

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水
に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 118

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 61

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分類 番号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

立川市

錦町３－２－３０

2

1年未満

0

□■ 1年度分2,420.04 m2

8

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 9 －

0 8 0 01

事 業 所 等 の 所 在 地

1

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川錦町ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内） E136 デマンドコントローラの設置

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105 換気フィルターの清掃・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

C801 共用部照明のフロアごとの管理 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C126 事務用機器の台数見直し・集約化

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C115 事務用機器を業務終了時に停止

昼休み時の消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止 C110 余熱利用による早めの空調停止

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C104 採光を利用した消灯の実施

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C105

使用量に応じた料金体系等の採用

過去のデータによる傾向の把握

A406

ビル全体の推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A404

A405

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

テナントへの温暖化対策協力依頼



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

1.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 2,088.0

0.6

0.8

kWh

m3

242.9

0.4000

0.4890

2,088.0 0.2660

4,847.7

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 496,689.0 9.76 4,847.7 242.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当
たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

78.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 242

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水
に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 243

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 125

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分類 番号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

江戸川区

西葛西６－８－１０

8

1年未満

4

□■ 1年度分3,074.67 m2

9

8 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 3 －

0 8 0 01

事 業 所 等 の 所 在 地

1

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 西葛西ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105 換気フィルターの清掃・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

C801 共用部照明のフロアごとの管理 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C126 事務用機器の台数見直し・集約化

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C115 事務用機器を業務終了時に停止

昼休み時の消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止 C110 余熱利用による早めの空調停止

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C104 採光を利用した消灯の実施

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C105

使用量に応じた料金体系等の採用

過去のデータによる傾向の把握

A406

ビル全体の推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A404

A405

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

テナントへの温暖化対策協力依頼



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

2.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 3,365.0

0.9

1.3

kWh

m3

339.1

0.4000

0.4890

3,365.0 0.2660

6,768.9

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 693,532.0 9.76 6,768.9 339.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当
たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

79.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 339

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水
に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 341

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 174

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分類 番号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

台東区

上野６－１６－１７

0

1年未満

0

□■ 1年度分4,250.57 m2

0

5 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 1 －

0 8 0 11

事 業 所 等 の 所 在 地

1

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 上野昭和通ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105 換気フィルターの清掃・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C801 共用部照明のフロアごとの管理 C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

使用量に応じた料金体系等の採用

過去のデータによる傾向の把握

A406

ビル全体の推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A404

A405

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

テナントへの温暖化対策協力依頼



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

1.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 1,550.0

0.4

0.6

kWh

m3

121.0

0.4000

0.4890

1,550.0 0.2660

2,415.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 247,440.0 9.76 2,415.0 121.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当
たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

54.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 120

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水
に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 121

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 62

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分類 番号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ □

□ □

千代田区

神田駿河台３－４－２

6

1年未満

1

□■ 1年度分2,200.53 m2

1

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 0 －

0 8 0 11

事 業 所 等 の 所 在 地

1

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 日専連朝日生命ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105 換気フィルターの清掃・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

C801 共用部照明のフロアごとの管理 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C126 事務用機器の台数見直し・集約化

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C115 事務用機器を業務終了時に停止

昼休み時の消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止 C110 余熱利用による早めの空調停止

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C104 採光を利用した消灯の実施

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C105

使用量に応じた料金体系等の採用

過去のデータによる傾向の把握

A406

ビル全体の推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A404

A405

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

テナントへの温暖化対策協力依頼



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

1.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 1,517.0

0.4

0.6

kWh

m3

196.3

0.4000

0.4890

1,517.0 0.2660

3,917.8

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 401,418.0 9.76 3,917.8 196.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当
たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

54.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 196

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水
に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 197

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 101

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分類 番号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

豊島区

南池袋２－３０－１７

2

1年未満

1

□■ 1年度分3,612.69 m2

2

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 7 －

0 8 0 11

事 業 所 等 の 所 在 地

1

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 南池袋ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105 換気フィルターの清掃・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

C801 共用部照明のフロアごとの管理 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C126 事務用機器の台数見直し・集約化

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C115 事務用機器を業務終了時に停止

昼休み時の消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止 C110 余熱利用による早めの空調停止

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C104 採光を利用した消灯の実施

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C105

使用量に応じた料金体系等の採用

過去のデータによる傾向の把握

A406

ビル全体の推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A404

A405

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

テナントへの温暖化対策協力依頼



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

3.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 4,708.0

1.3

1.9

kWh

m3

232.6

0.4000

0.4890

4,708.0 0.2660

4,642.6

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 475,672.0 9.76 4,642.6 232.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当
たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

63.4

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 232

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水
に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 235

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 119

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分類 番号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

中野区

中央５－８－１

1

1年未満

4

□■ 1年度分3,653.90 m2

3

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 6 －

0 8 0 11

事 業 所 等 の 所 在 地

1

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 新中野ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105 換気フィルターの清掃・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C801 共用部照明のフロアごとの管理 C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

使用量に応じた料金体系等の採用

過去のデータによる傾向の把握

A406

ビル全体の推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A404

A405

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

テナントへの温暖化対策協力依頼



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

1.9

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 2,782.0

0.7

1.1

kWh

m3

247.0

0.4000

0.4890

2,782.0 0.2660

4,929.8

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 505,102.0 9.76 4,929.8 247.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当
たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

58.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 246

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水
に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 247

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 127

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分類 番号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

葛飾区

小岩１－５３－１０

2

1年未満

4

□■ 1年度分4,221.07 m2

4

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 2 －

0 8 0 11

事 業 所 等 の 所 在 地

1

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 新小岩ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

E129 全熱交換器の導入
設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内） E109 空調の冷温水配管の保温の実施

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102 セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D108 その他設備の定期的な保守・点検

C802

C810

階段照明の管理手法の検討・実施

便座ヒーター等温度の季節別設定

C801 共用部照明のフロアごとの管理 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C126 事務用機器の台数見直し・集約化

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C115 事務用機器を業務終了時に停止

昼休み時の消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止 C110 余熱利用による早めの空調停止

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C104 採光を利用した消灯の実施

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C105

ビル全体の推進体制の整備

使用量に応じた料金体系等の採用

過去のデータによる傾向の把握

A405

A406

テナントへの温暖化対策協力依頼

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A402

A404

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

使用量の推計に必要な情報の提供



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 ■

合　計

公共下水道 ■ m3 968.0

0.3

0.4

kWh

m3

214.3

0.4000

0.4890

968.0 0.2660

4,369.2

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

214.3

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） ■ kWh 438,234.0 9.97 4,369.2 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当
たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

101.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 214

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水
に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 214

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 112

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分類 番号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ □

□ □

北区

王子１－１３－１４

0

1年未満

4

□■ 1年度分2,105.60 m2

5

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 1 －

0 8 0 11

事 業 所 等 の 所 在 地

1

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 朝日生命王子ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105 換気フィルターの清掃・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

C801 共用部照明のフロアごとの管理 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C126 事務用機器の台数見直し・集約化

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C115 事務用機器を業務終了時に停止

昼休み時の消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止 C110 余熱利用による早めの空調停止

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C104 採光を利用した消灯の実施

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C105

使用量に応じた料金体系等の採用

過去のデータによる傾向の把握

A406

ビル全体の推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A404

A405

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

テナントへの温暖化対策協力依頼



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

3.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 4,671.0

1.2

1.9

kWh

m3

584.2

0.4000

0.4890

4,671.0 0.2660

11,673.5

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 887,140.0 9.76 8,658.5 433.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ L 30.0 37.70 1.1 0.0187 0.1

3,013.9 0.0136 150.3

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

66,974.7 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（軽油）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当
たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

92.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 584

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水
に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 587

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 301

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分類 番号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ □

□ □

中央区

日本橋馬喰町２－２－６

0

1年未満

3

□■ 1年度分6,335.51 m2

6

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 0 －

0 8 0 11

事 業 所 等 の 所 在 地

1

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 朝日生命須長ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

E136 デマンドコントローラの設置
設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内） E125 高輝度誘導灯の導入

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105 換気フィルターの清掃・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C801 共用部照明のフロアごとの管理 C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

使用量に応じた料金体系等の採用

過去のデータによる傾向の把握

A406

ビル全体の推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A404

A405

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

テナントへの温暖化対策協力依頼



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

1.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 1,998.0

0.5

0.8

kWh

m3

134.2

0.4000

0.4890

1,998.0 0.2660

2,679.4

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 266,767.0 9.76 2,603.6 130.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

75.7 0.0136 3.8

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

1,682.9 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当
たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

74.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 134

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水
に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 135

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 69

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分類 番号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

世田谷区

三軒茶屋１－４１－９

2

1年未満

4

□■ 1年度分1,788.00 m2

7

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 5 －

0 8 0 11

事 業 所 等 の 所 在 地

1

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 三軒茶屋ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105 換気フィルターの清掃・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

C801 共用部照明のフロアごとの管理 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C126 事務用機器の台数見直し・集約化

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C115 事務用機器を業務終了時に停止

昼休み時の消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止 C110 余熱利用による早めの空調停止

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C104 採光を利用した消灯の実施

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C105

使用量に応じた料金体系等の採用

過去のデータによる傾向の把握

A406

ビル全体の推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A404

A405

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

テナントへの温暖化対策協力依頼



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

1.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 1,470.0

0.4

0.6

kWh

m3

103.4

0.4000

0.4890

1,470.0 0.2660

2,064.6

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 205,867.0 9.76 2,009.3 100.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

55.4 0.0136 2.8

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

1,230.6 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当
たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

70.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 103

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水
に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 103

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 53

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分類 番号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

練馬区

豊玉北５－１７－１７

1

1年未満

6

□■ 1年度分1,470.99 m2

0

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 7 －

0 8 0 21

事 業 所 等 の 所 在 地

1

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 練馬ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105 換気フィルターの清掃・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

C801 共用部照明のフロアごとの管理 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C126 事務用機器の台数見直し・集約化

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C115 事務用機器を業務終了時に停止

昼休み時の消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止 C110 余熱利用による早めの空調停止

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C104 採光を利用した消灯の実施

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C105

使用量に応じた料金体系等の採用

過去のデータによる傾向の把握

A406

ビル全体の推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A404

A405

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

テナントへの温暖化対策協力依頼



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.7

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 1,095.0

0.3

0.4

kWh

m3

125.8

0.4000

0.4890

1,095.0 0.2660

2,511.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 257,276.0 9.76 2,511.0 125.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当
たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

83.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 125

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水
に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 125

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 64

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分類 番号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

目黒区

鷹番３－１－３

0

1年未満

2

□■ 1年度分1,502.24 m2

3

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 5 －

0 8 0 21

事 業 所 等 の 所 在 地

1

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 学芸大ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105 換気フィルターの清掃・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

C801 共用部照明のフロアごとの管理 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C126 事務用機器の台数見直し・集約化

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C115 事務用機器を業務終了時に停止

昼休み時の消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止 C110 余熱利用による早めの空調停止

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C104 採光を利用した消灯の実施

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C105

使用量に応じた料金体系等の採用

過去のデータによる傾向の把握

A406

ビル全体の推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A404

A405

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

テナントへの温暖化対策協力依頼



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

1.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 1,726.0

0.5

0.7

kWh

m3

145.8

0.4000

0.4890

1,726.0 0.2660

2,910.5

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 298,209.0 9.76 2,910.5 145.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当
たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

72.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 145

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水
に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 146

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 75

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分類 番号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ □

□ □

目黒区

上目黒３－３－１４

5

1年未満

3

□■ 1年度分2,009.52 m2

4

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 5 －

0 8 0 21

事 業 所 等 の 所 在 地

1

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 アサヒ電機朝日生命中目黒ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105 換気フィルターの清掃・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C801 共用部照明のフロアごとの管理 C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

使用量に応じた料金体系等の採用

過去のデータによる傾向の把握

A406

ビル全体の推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A404

A405

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

テナントへの温暖化対策協力依頼



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 745.0

0.2

0.3

kWh

m3

61.0

0.4000

0.4890

745.0 0.2660

1,218.5

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 124,844.0 9.76 1,218.5 61.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当
たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

37.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 61

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水
に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 61

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 31

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分類 番号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

渋谷区

幡ヶ谷１－１－２

7

1年未満

1

□■ 1年度分1,606.99 m2

5

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 5 －

0 8 0 21

事 業 所 等 の 所 在 地

1

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 幡ヶ谷ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105 換気フィルターの清掃・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C801 共用部照明のフロアごとの管理 C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

使用量に応じた料金体系等の採用

過去のデータによる傾向の把握

A406

ビル全体の推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A404

A405

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

テナントへの温暖化対策協力依頼



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

3.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 4,563.0

1.2

1.8

kWh

m3

442.4

0.4000

0.4890

4,563.0 0.2660

8,830.5

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 904,765.0 9.76 8,830.5 442.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当
たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

57.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 442

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水
に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 445

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 227

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分類 番号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

渋谷区

渋谷１－９－８

0

1年未満

0

□■ 1年度分7,728.68 m2

6

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 5 －

0 8 0 21

事 業 所 等 の 所 在 地

1

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 宮益坂ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105 換気フィルターの清掃・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

C801 共用部照明のフロアごとの管理 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C126 事務用機器の台数見直し・集約化

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C115 事務用機器を業務終了時に停止

昼休み時の消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止 C110 余熱利用による早めの空調停止

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C104 採光を利用した消灯の実施

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C105

ビル全体の推進体制の整備

使用量に応じた料金体系等の採用

過去のデータによる傾向の把握

A405

A406

テナントへの温暖化対策協力依頼

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A402

A404

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

使用量の推計に必要な情報の提供



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 975.0

0.3

0.4

kWh

m3

108.2

0.4000

0.4890

975.0 0.2660

2,160.3

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 221,309.0 9.76 2,160.0 108.2

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.3 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

7.7 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当
たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

80.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 108

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水
に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 108

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 55

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分類 番号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

杉並区

成田東４－３８－１９

1

1年未満

6

□■ 1年度分1,348.55 m2

7

5 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 6 －

0 8 0 21

事 業 所 等 の 所 在 地

1

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 杉並第二ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105 換気フィルターの清掃・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C801 共用部照明のフロアごとの管理 C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

使用量に応じた料金体系等の採用

過去のデータによる傾向の把握

A406

ビル全体の推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A404

A405

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

テナントへの温暖化対策協力依頼



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.7

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 1,073.0

0.3

0.4

kWh

m3

71.4

0.4000

0.4890

1,073.0 0.2660

1,425.3

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 142,696.0 9.76 1,392.7 69.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

32.6 0.0136 1.6

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

724.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当
たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

63.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 71

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水
に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 71

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 36

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分類 番号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

武蔵野市

中町１－６－７

0

1年未満

0

□■ 1年度分1,123.34 m2

8

6 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 8 －

0 8 0 21

事 業 所 等 の 所 在 地

1

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 三鷹ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105 換気フィルターの清掃・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C801 共用部照明のフロアごとの管理 C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

使用量に応じた料金体系等の採用

過去のデータによる傾向の把握

A406

ビル全体の推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A404

A405

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

テナントへの温暖化対策協力依頼



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 890.0

0.2

0.4

kWh

m3

68.3

0.4000

0.4890

890.0 0.2660

1,362.3

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 139,576.0 9.76 1,362.3 68.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当
たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

37.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 68

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水
に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 68

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 35

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分類 番号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

足立区

千住仲町４０－１１

3

1年未満

0

□■ 1年度分1,837.00 m2

9

6 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 2 －

0 8 0 21

事 業 所 等 の 所 在 地

1

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 北千住ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105 換気フィルターの清掃・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

C801 共用部照明のフロアごとの管理 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C126 事務用機器の台数見直し・集約化

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C115 事務用機器を業務終了時に停止

昼休み時の消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止 C110 余熱利用による早めの空調停止

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C104 採光を利用した消灯の実施

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C105

使用量に応じた料金体系等の採用

過去のデータによる傾向の把握

A406

ビル全体の推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A404

A405

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

テナントへの温暖化対策協力依頼



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

2.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 3,513.0

0.9

1.4

kWh

m3

672.3

0.4000

0.4890

3,513.0 0.2660

13,418.6

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 1,374,853.0 9.76 13,418.6 672.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当
たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

53.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 672

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水
に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 674

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 346

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分類 番号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

府中市

府中町１－１４－１

5

1年未満

3

□■ 1年度分12,453.32 m2

0

5 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 8 －

0 8 0 31

事 業 所 等 の 所 在 地

1

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 朝日生命府中ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

デマンドコントローラの設置

E129 全熱交換器の導入
設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内） E109

E136

空調の冷温水配管の保温の実施

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102 セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D108 その他設備の定期的な保守・点検

共用部のフロアごとの空調の管理 C126

C805 中央熱源機器等の季節設定実施 C810

事務用機器の台数見直し・集約化

便座ヒーター等温度の季節別設定

C804

C801 共用部照明のフロアごとの管理 C115 事務用機器を業務終了時に停止

C803 フロア共用部の温度の把握・設定 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C123 温湿度の適正管理

昼休み時の消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止 C110 余熱利用による早めの空調停止

主要設備の使用状況の把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C104 採光を利用した消灯の実施

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C105

過去のデータによる傾向の把握

ビル全体の推進体制の整備

使用量に応じた料金体系等の採用

設備ごとに詳細に把握

B106

A405

A406

テナントへの温暖化対策協力依頼

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B104

B107

B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A402

A404

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

使用量の推計に必要な情報の提供



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 861.0

0.2

0.3

kWh

m3

80.5

0.4000

0.4890

861.0 0.2660

1,606.2

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 164,569.0 9.76 1,606.2 80.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当
たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

41.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 80

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水
に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 80

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 41

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分類 番号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

足立区

竹の塚５－１９－４

1

1年未満

1

□■ 1年度分1,935.03 m2

1

3 区 市 町 村 名0

－ 0

8

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 2 －

0 8 0 31

事 業 所 等 の 所 在 地

1

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 足立ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105 換気フィルターの清掃・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

C801 共用部照明のフロアごとの管理 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C126 事務用機器の台数見直し・集約化

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C115 事務用機器を業務終了時に停止

昼休み時の消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止 C110 余熱利用による早めの空調停止

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C104 採光を利用した消灯の実施

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C105

使用量に応じた料金体系等の採用

過去のデータによる傾向の把握

A406

ビル全体の推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A404

A405

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

テナントへの温暖化対策協力依頼



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

9.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 13,911.0

3.7

5.6

kWh

m3

1,669.2

0.4000

0.4890

13,911.0 0.2660

33,345.8

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 2,780,215.0 9.76 27,134.9 1,359.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

6,210.9 0.0136 309.7

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

138,019.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当
たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

77.6

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 1,669

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水
に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

9

総　計（④=②+③） 1,678

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 860

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分類 番号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

杉並区

和泉１－２２－１９

0

1年未満

8

□■ 1年度分21,493.15 m2

9

6 区 市 町 村 名8

－ 0

5

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 6 －

0 8 0 31

事 業 所 等 の 所 在 地

1

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 朝日生命代田橋ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

上記メニューの他に、A403、C123、C124、C125、C121、C128、C130、C801、C810、C814、C816、C818、E110、
E111、E129を実施済み

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

デマンドコントローラの設置

E109 空調の冷温水配管の保温の実施
設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内） E125

E136

高輝度誘導灯の導入

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102 セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D108 その他設備の定期的な保守・点検

C126

C810

事務用機器の台数見直し・集約化

便座ヒーター等温度の季節別設定

C115 事務用機器を業務終了時に停止

C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C113 中間期における外気冷房の実施

昼休み時の消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止 C110 余熱利用による早めの空調停止

主要設備の使用状況の把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C104 採光を利用した消灯の実施

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C105

過去のデータによる傾向の把握

ビル全体の推進体制の整備

使用量に応じた料金体系等の採用

設備ごとに詳細に把握

B106

A405

A406

テナントへの温暖化対策協力依頼

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B104

B107

B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A402

A404

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

使用量の推計に必要な情報の提供



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

1.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 2,200.0

0.6

0.9

kWh

m3

267.1

0.4000

0.4890

2,200.0 0.2660

5,331.4

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 546,245.0 9.76 5,331.4 267.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当
たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

52.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 267

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水
に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 268

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 137

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分類 番号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ □

□ □

港区

赤坂２－１４－３２

5

1年未満

7

□■ 1年度分5,080.70 m2

2

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 0 －

0 8 0 31

事 業 所 等 の 所 在 地

1

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 赤坂２・１４プラザビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

E103 高効率照明器具の採用（屋内）
設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内） E130 全熱交換器の導入

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105 換気フィルターの清掃・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検

C807 その他設備の効率的な使用法表示

C815 看板照明点灯時間の季節別管理

外灯等の点灯時間の季節別管理

C814 屋内駐車場換気の不要時間の停止

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

C813

過去のデータによる傾向の把握

使用量に応じた料金体系等の採用

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A404

A406

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

テナントへの温暖化対策協力依頼



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 699.0

0.2

0.3

kWh

m3

93.8

0.4000

0.4890

699.0 0.2660

1,873.9

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 167,175.0 9.76 1,631.6 81.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

242.3 0.0136 12.1

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

5,384.3 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当
たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

87.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 93

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水
に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 93

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 48

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分類 番号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

江東区

南砂５－２３－８

7

1年未満

6

□■ 1年度分1,067.80 m2

8

6 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事業所等の延床面積

〒 1 3 －

0 8 0 31

事 業 所 等 の 所 在 地

1

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 砂町ビル

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設備導入対策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105 換気フィルターの清掃・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

C801 共用部照明のフロアごとの管理 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C126 事務用機器の台数見直し・集約化

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C115 事務用機器を業務終了時に停止

昼休み時の消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止 C110 余熱利用による早めの空調停止

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C104 採光を利用した消灯の実施

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C105

使用量に応じた料金体系等の採用

過去のデータによる傾向の把握

A406

ビル全体の推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A404

A405

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

テナントへの温暖化対策協力依頼



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2022年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再生可能エネルギー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 92.0

0.0

0.0

kWh

m3

358.5

0.4000

0.4890

92.0 0.2660

7,161.1

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 589,863.0 9.76 5,757.1 288.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

0.0 0.0185 0.0

□ 0.0

1,404.0 0.0136 70.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.0161 0.0

31,200.7 45.00

□ L 0.0 36.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二 酸 化 炭
素

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当
たりの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

42.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二 酸 化 炭
素

排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 358

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水
に伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 358

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

新規追加

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 184

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分類 番号

6 7

報告範囲の主たる用途
■

□

□ ■

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

新宿区

四谷１－６－１

7

1年未満

0

□■ 1年度分8,447.28 m2

3

0 区 市 町 村 名8

－ 0

5

所 有 形 態 □ ■

事業所等の延床面積

〒 1 6 －

0 8 0 41

事 業 所 等 の 所 在 地

1

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 四谷本社

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設備導入対策

設備保守対策

C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C113 中間期における外気冷房の実施

日本工業規格に準じた照度の設定

C105 昼休み時の消灯の実施

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C102 照明スイッチに点灯範囲を表示

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C103

過去のデータによる傾向の把握

組織横断的な推進体制の整備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握 B106

B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A206

A501 ビル所有者の対策や要請に協力 A208

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

所内の温室効果ガス排出量を集計


